
 
 

規制改革実施計画 

 

平成 25 年６月 14 日 

閣 議 決 定 

 

 

規制改革は、我が国の経済を再生するに当たっての阻害要因を除去し、民需主導の

経済成長を実現していくために不可欠の取組であり、内閣の最重要課題の一つである。 

この課題に強力かつ着実に取り組むべく、規制改革を総合的に調査審議するため、

内閣総理大臣の諮問機関として「規制改革会議」を平成 25 年１月に設置した。 

規制改革会議においては、我が国の成長戦略を構成する重要な基盤として、経済再

生に即効性をもつ規制改革、緊急度の高い規制改革から優先的に検討が行われ、平成

25 年６月５日に「規制改革に関する答申」が内閣総理大臣に提出された。 

当該答申を踏まえ、対象となった規制や制度、その運用等については、直ちに改革

に着手し、期限を定めて着実に実現を図っていくため、下記のとおり規制改革実施計

画を定める。 

 

記 

 

Ⅰ 共通的事項 

 

１ 本計画の目的 

   本計画は、潜在需要を顕在化させることによる経済活動の支援、日本経済の再

生に資する各種規制の見直しを行い、経済社会の構造改革を進めることを目的と

する。 

 

２ 本計画の基本的性格 

   上記の目的を達成するため、本計画においては、当面の改革事項として、「規

制改革に関する答申」（平成 25 年６月５日規制改革会議）により示された規制改

革事項等について、それぞれ期限を切って取り組む事項として確定することによ

り、その着実な実施を図る。 

 

３ 規制改革の推進に当たっての基本的考え方 

規制改革の目的は、国の成長・発展、国民生活の安定・向上及び経済活動活

性化への貢献にある。今回、規制改革を進めるに当たっては、このような観点
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から、以下の諸点を念頭に進める。 

 

① 経済環境の変化に適合して、経済成長を実現する 

経済環境や新技術の開発等に応じた規制の見直しが行われなければ、イノ

ベーションや生産性向上の機会が縮小する。また、成熟産業から成長産業に

「人が動く」ことができなければ、産業の新陳代謝が進まず、経済も成長し

ない。 

特に我が国が直面する少子高齢化や低自給率で不安定なエネルギー供給、

未曽有の厳しい財政事情等を踏まえれば、規制改革によって、企業、NPO な

ど事業者の創意工夫を拒む壁を取り除き、イノベーションを喚起し、消費者

の潜在的需要を開花させることは、喫緊の課題である。 

さらに、世界から我が国へ投資を呼び込み、成長分野を国内に育てるため

には、規制が国際的にみて標準レベルにあることで満足してはならず、世界

に範を示す「世界最先端」の経済環境を目指していく必要がある。こうした

取組が、我が国に対する世界からの評価を高めることにつながる。 

 

② 国民に多様な選択肢を提供する 

過剰な参入規制は、新しい技術やノウハウを持った事業者の参入を阻害し、

消費者が新しい製品やサービスをより安価に享受する機会を奪う。また、IT

や新エネルギーなどの普及により社会経済が変化していくが、こうした変化

に適応できない規制の存続は、新サービスの成長を阻む。 

近年、IT 等の技術革新によって、広い範囲で業種間の融合が起こってい

る。したがって、相互に代替可能な生産・サービスの提供において競争条件

が異なることにならないよう、絶えず規制を見直していくことは、消費者の

選択肢を広げるために、一段と重要性を増している。 

また、働く人が、本人の希望で多様な雇用形態を選択でき、何歳になって

も個人の能力・資質を高める機会を得られることは、生活の安定にとどまら

ず経済社会全体の豊かさにもつながっていく。 

   

③ 意欲と創意に満ちた事業者に活躍の機会を提供する 

意欲と創意工夫に満ちた新規参入者が広く知恵と資金を集めることで、産

業の発展可能性が広がる。 

規制は、外からの新規参入者のみならず、産業内の意欲と創意に満ちた事

業者の活躍の場を狭めることになってはならない。規制によって競争が制限

され、イノベーションが生まれる可能性が減殺されれば、その産業の衰退を
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招く。 

 

④ 安全性をより効率的な手法で確保する 

規制の主な目的の一つは、自立・自助を基本とする社会において、自己

責任を超えた部分での安全性を確保することだが、同じ目的をより効率的な

手法で達成するためにも、規制の絶えざる見直しが必要である。 

 

４ 改革の重点分野 

本計画においては、内閣総理大臣から内閣府特命担当大臣（規制改革）への指

示（平成 25 年１月 25 日日本経済再生本部）及び「規制改革に関する答申」を踏

まえ、また、「日本再興戦略」（平成 25 年６月 14 日閣議決定）の推進に当たり阻

害要因を除去するため、「エネルギー・環境」、「保育」、「健康・医療」、「雇用」、

「創業等」を改革の重点分野とする。 

 

５ 規制改革ホットラインの設置 

広く国民・企業等から寄せられる規制改革要望（各種手続の簡素化等を含む。）

については、常時受け付け、迅速に対応することとし、内閣府に「規制改革ホ

ットライン」を平成 25 年３月 22 日に設置した。 

内閣府は、寄せられた要望について、関係府省に随時検討要請し、その回答

を取りまとめ、公表するとともに、規制改革会議に報告する。 

 

６ 国際先端テストの実施 

国際先端テストは、「世界で一番企業が活動しやすい国」、「世界で一番国民が

暮らしやすい国」を作るために、個別の規制の必要性・合理性について、国際

比較に基づき、我が国の規制が世界最先端のものになっているかを検証するも

のである。 

今後、規制改革を進めるに当たり、この手法を活用することとし、その定着

に努める。 

    

７ 計画のフォローアップ等 

内閣府は、本計画に定められた措置を積極的に推進するとともに、毎年度末

にその実施状況に関するフォローアップを行う。その結果は、規制改革会議に

報告するとともに、公表する。 

また、内閣府は、規制改革に関する既往の閣議決定の実施状況についても、

必要に応じ、上記フォローアップ時に合わせてフォローアップを行い、公表す
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る。 

 

８ PDCA サイクルの構築 

規制改革は、時代の変化に合わせて、まずその所管府省自らが主体的に見直

すことが本来の在り方である。今後の規制改革会議における議論も踏まえ、所

管府省自身が主体的・積極的に規制改革に取り組む PDCA サイクルが機能するた

めの仕組みの構築を進める。 
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Ⅱ 分野別措置事項 

 

「規制改革に関する答申」等を踏まえ、以下に定める分野別措置事項を着実に推進する。 

 

１ エネルギー・環境分野 

（１）規制改革の観点と重点事項 

クリーンかつ経済的なエネルギーの供給と利用を促進するため、①エネルギーの安

定供給・エネルギーの地産地消、②次世代自動車の世界最速普及、③低炭素社会・循

環型社会の推進の観点から、以下に重点的に取り組む。 

 

① エネルギーの安定供給・エネルギーの地産地消 

発電コスト引き下げによる再生可能エネルギーの普及促進を進めるとともに、

地域発の再生可能エネルギー発電事業による地域活性化、ユーザーの主体的な省

エネ、創エネを可能にする環境整備を進める。 

 

② 次世代自動車の世界最速普及 

限りある化石燃料を有効に使う省エネルギーと CO2 排出量の大幅削減を実施す

る観点から、次世代自動車の世界最速普及が求められており、安全・便利で経済

的な国内インフラの整備、我が国の優れた技術力をいかした車両開発を推進し、

燃料電池自動車の世界統一技術基準の確立におけるリーダーシップを発揮する。 

 

  ③ 低炭素社会・循環型社会の推進 

 低炭素社会・循環型社会の推進を新たな経済成長の機会と捉え、産学官連携に

よる低炭素社会・循環型社会の推進と経済成長の両立を進めるとともに、再生可

能エネルギーや省エネルギーについて、最大限の推進を図ることを始め、産業部

門、民生部門、運輸部門等のあらゆる部門における多面的な取組を進める。 
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①エネルギーの安定供給・エネルギーの地産地消

・石炭火力発電に対する環境アセスメントの明確化・迅速化

№ 事項名 規制改革の内容 実施時期 所管省庁

1
石炭火力発電に対す
る環境アセスメントの
明確化・迅速化

電力の安定供給の確保、燃料コストの削減、環境
保全に取り組むため、今後、石炭火力については、
｢東京電力の火力電源入札に関する関係局長級会
議取りまとめ｣（４月25日経済産業省・環境省）にお
いて明確化された CO2の取扱い等に基づき対応す
るとともに、環境アセスメントの手続期間短縮（従来
３年程度かかる火力のリプレースを１年強程度に短
縮等）を着実に進める。

－
経済産業省

環境省

・電力システム改革

№ 事項名 規制改革の内容 実施時期 所管省庁

2 電力システム改革

電力システム改革については、平成25年４月２日に
閣議決定した「電力システムに関する改革方針」の
内容に従い、（１）広域系統運用機関（仮称）の設
立、（２）電気の小売業への参入の全面自由化、
（３）法的分離による送配電部門の中立性の一層の
確保・電気の小売料金の全面自由化の３本の柱を
中心とした改革を進める。

（１）平成27年を
目途に設立
（２）平成28年を
目途に実施
（３）平成30～32
年までを目途に
実施

経済産業省

・風力発電

№ 事項名 規制改革の内容 実施時期 所管省庁

3
風力発電の電気主任
技術者選任における
統括事業場の設置

電気事業法第52条第１項の「直接統括する事業場」
に関して、どのような場合に複数の風力発電所・変
電所を統括する事業場と認め得るかの基準を明確
化し、その認定を容易とすることについて検討し、結
論を得る。
　基準の明確化に当たっては、設備規模や運用箇
所数、距離、技術員の配置状況、遠隔監視機能、
点検及び事故時の対応などの実態に基づき、具体
的な基準となるように検討する。

平成25年度上期
目途で検討・結
論・措置

経済産業省

4
風力発電設備の設置
に関する農地制度上
の取扱いの検討

優良農地の確保に支障を生じないことを前提とし、
地域の農業振興に資する場合における風力発電設
備の設置に関し、農地転用制度上の取扱いを検討
し、結論を得る。

平成25年度検
討・結論

農林水産省

（２）個別措置事項
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・太陽光発電

№ 事項名 規制改革の内容 実施時期 所管省庁

5

電気主任技術者によ
る太陽光発電設備の
定期点検の在り方に
関する柔軟な検討

①パネルとパワーコンディショナーの点検頻度につ
いては現状（２回以上／年）のままとする。
②全量買取制度での設備形態において新たに点検
頻度を設定する必要のある太陽電池発電所用の受
変電設備については、他の受変電設備と同様の点
検頻度（１回以上／１～３か月）の適用を平成２６年
３月末まで猶予する。
③太陽電池発電所における受変電設備と相当規模
の受変電設備の調査から、太陽電池発電所の受変
電設備について、適切な点検頻度の在り方を検討
し、結論を得る。検討に際しては、他の受変電設備
との差異の有無、経年劣化による故障率、遠隔監
視技術等による保守点検の可能性、事業者の負担
などを考慮し、必要な保安水準を確保する最小限
の点検頻度となるよう配慮する。

①平成25年度措
置
②平成25年度措
置
③平成25年検
討・結論、結論を
得次第措置

経済産業省

・地熱発電

№ 事項名 規制改革の内容 実施時期 所管省庁

6

バイナリー発電設備に
係るボイラー・タービン
主任技術者の選任及
び工事計画届出等の
不要化範囲の見直し

出力が300kW未満等のバイナリー発電設備であり、
媒体が炭化水素ガス又はアンモニア水であり、輻射
熱又は大気圧相当の熱水・蒸気を利用するものに
ついて、または、媒体が不活性ガス、炭酸化水素ガ
ス又はアンモニア水であり、大気圧以上、100℃以
上の熱水・蒸気を使用するものについて、既存の該
当事例（例えば、九州における小型蒸気発電や類
似の機械である吸収式冷凍機等）における実績等、
今後、事業者等が保有するデータなど必要なデータ
等を収集し、安全性に関する技術的検証を踏まえ、
ボイラー・タービン主任技術者の選任、工事計画届
出、溶接事業者検査及び定期事業者検査の不要
化につき検討する。
また、小型のフラッシュタイプ等の発電設備につい
ても、今後、必要なデータ等が得られれば規制の見
直しを検討する。

バイナリー発電
設備については
平成25年度検
討・結論、結論を
得次第措置。小
型のフラッシュタ
イプ等の発電設
備については、
必要なデータ等
が得られ次第検
討開始

経済産業省

7

「温泉資源の保護に関
するガイドライン（地熱
発電関係）」の適用範
囲の明確化

温泉法第３条が温泉をゆう出させる目的で土地を
掘削しようとする者は許可が必要としていることを踏
まえ、許可が不要な掘削について類型化する。

平成25年度検討
開始、平成26年
度結論、結論を
得次第措置

環境省
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・小水力発電

№ 事項名 規制改革の内容 実施時期 所管省庁

8

慣行水利権が設定さ
れた水路に設置する
小水力発電の整理①
（短期間での水利使
用）

慣行水利権が明確化されるまでの措置として行わ
れる短期間の小水力発電の水利使用の許可につ
いて、許可を行う場合の要件を明確化する。

平成25年度検
討・結論、結論を
得次第措置

国土交通省

9

慣行水利権が設定さ
れた水路に設置する
小水力発電の整理②
（新規の発電水利取
得）

①慣行水利権を利用した従属発電を法改正の登録
制の対象とする場合に、取水量調査の期間を短縮
化することや取水量調査の頻度などを少なくするな
ど地域の実情に応じて必要最小限の簡素なものと
するよう農林水産省と連携して整理し、周知徹底す
る。
②慣行水利権の農業用水路を利用した新規の発電
許可について、地域の実情に応じて河川管理者が
調査した河川流量や河川環境のデータを活用でき
るなどの簡素化措置について農林水産省と連携し
て整理し、周知徹底する。
③地方整備局等において、上記簡素化措置にも役
立てるよう、河川流量や河川環境の調査を積極的
に行い、地方整備局等に設置している小水力発電
のプロジェクト形成を支援する窓口を通じて、事業
者の求めに応じて、その調査結果を積極的に提供
する。

平成25年度検
討・結論、結論を
得次第措置

国土交通省

10
豊水時における小水
力発電施設の最大取
水量の増量

設備容量に余裕のある水力発電所において、最大
取水量を変更するための水利使用許可の申請にあ
たっては、個別に判断する必要はあるが、河川環境
や河川使用者への影響に変更がない取水環境の
場合、変更に関する事項を記載した図書を添付す
れば足りることを周知徹底する。

平成25年度早期
措置

国土交通省

11
山間部の小規模な取
水施設に係る取水量
管理の簡素化

取水量のきめ細かい管理が困難な山間部の小規
模取水施設等について、ワーキンググループにて
取水を再開できるとされた施設以外の取水施設に
関して、再開を可能とする要件を整理し、検討結果
を周知する。

平成25年度検
討・結論、結論を
得次第措置

国土交通省

12
非かんがい期等にお
ける発電水利権の取
得の簡素化について

①小水力発電を促進するため、非かんがい期など
に新たに発電目的のために取水する場合について
・地域の実情に応じて、生態系や景観への影響調
査を省略することができること
・地域の実情に応じて、取水施設等の構造図等を
省略することができること
・地域の実情に応じて、河川管理者が調査した河川
流量や河川環境のデータを活用できること
などの簡素化措置を講じる。
②地方整備局等において、小水力発電を促進する
ため、非かんがい期などに新たに発電目的のため
に取水する場合の簡素化措置にも役立てるよう、河
川流量や河川環境の調査を積極的に行い、地方整
備局等に設置している小水力発電のプロジェクト形
成を支援する窓口を通じて、事業者の求めに応じ
て、その調査結果を積極的に提供する。

①平成25年度早
期検討・結論・措
置
②平成25年度措
置

国土交通省

8



13
小規模ダム水路主任
技術者選任の柔軟な
検討

①土地改良法が適用される農業用水路等に水力発
電設備が設置される場合には、出力や最大流量に
かかわらず、ダム水路主任技術者の選任を不要と
するべく検討し、結論を得る。
②500kW未満の水力発電所については、大臣の許
可を受けることにより、免状交付を受けていない者
からダム水路主任技術者を選任できる。今後は、農
業土木学の履修者を含め、土木に関する一定の学
科を修めた者については許可を行うよう検討し、結
論を得る。

平成25年度検
討・結論・措置

経済産業省

14
小水力発電を運営す
る組織が親会社・子会
社の関係かの明確化

　都道府県土地改良事業団体連合会が「主任技術
者制度の解釈及び運用（内規）」に規定する「みなし
設置者」となることにより、選任した主任技術者が近
傍にある土地改良区の水力発電所を兼任できるこ
とを周知する。

平成25年度早期
措置

経済産業省

・バイオマス発電

№ 事項名 規制改革の内容 実施時期 所管省庁

15
バイオマス発電燃料に
係る廃棄物該当性の
判断

①バイオマス発電燃料に係る廃棄物該当性の判断
方法について、一定の基準を通知する。具体的に
は、
・発電施設が求める品質を有すること
・需要に沿って計画的に生産・出荷されること
・適切な保管や品質管理がなされていること
等を明示する。
②平成25年３月に、各自治体の判断に当たっての
参考材料となることを目的として、「バイオマス発電
燃料等に関する廃棄物該当性の判断事例集」を作
成し、自治体に送付するとともに、環境省ホーム
ページでも公表した。この判断事例集について、ア）
自治体に周知徹底するとともに、イ）判断事例集を
より充実した内容にすべく、今後とも継続的な見直
しを行い、都度周知する。
③各自治体において判断が大きく異なることのない
ように通知するとともに、事業者が相談できるよう、
環境省に全国統一相談窓口を設置し、対応する。

①平成25年6月
中に措置
②ア）平成25年6
月中に措置
イ）継続的に実
施
③平成25年6月
中に措置

環境省

16
バイオマス資源の焼却
灰の有効活用

専焼ボイラーの燃料として活用されている間伐材な
どを有効利用して製造された木質ペレットについて
は、それを燃焼した後の灰は、畑の融雪剤や土地
改良材等として有効活用されているものもある。こ
のように、有効活用が確実で、かつ不要物とは判断
されない灰は、産業廃棄物とはならない旨各自治体
に通知する。
また、自治体間において判断が異なるような場合に
事業者が相談できるよう、環境省に全国統一相談
窓口を設置し、対応する。

平成25年6月中
に措置

環境省

9



・再生可能エネルギー共通

№ 事項名 規制改革の内容 実施時期 所管省庁

17

再生可能エネルギー
発電設備における第
二種電気主任技術者
の確保の円滑化

再生可能エネルギー発電設備について、第二種電
気主任技術者の確保が困難であるとの意見を踏ま
え、第二種電気主任技術者の確保を容易とするべく
検討し、結論を得る。

平成25年度検
討・結論、結論を
得次第措置

経済産業省

18
変電所のバンク逆潮
流制限の緩和措置

バンク逆潮流を可能にするための設備投資に要す
る費用負担について、合理的な在り方を整理する。

平成25年度早期
措置

経済産業省

19
補助事業で取得した
財産の太陽光発電等
への活用

太陽光発電その他の再生可能エネルギーの普及
促進を図るため、補助事業者が補助事業等により
取得した施設について、補助事業者自ら再生可能
エネルギーの発電施設を設置し、又は再生可能エ
ネルギーの発電施設の設置のため第三者に有償
で設備の貸付（屋根貸し等）を行うに当たり、当該財
産処分が補助金等の交付の目的に反しないことと
なる場合を、各省のホームページ等を通じて明らか
にし、広く周知徹底する。

平成25年度措置

総務省
文部科学省
厚生労働省
農林水産省
経済産業省
国土交通省

環境省

・環境アセスメント

№ 事項名 規制改革の内容 実施時期 所管省庁

20

風力・地熱発電に係る
環境影響評価の国に
よる審査期間の短縮
目標の設定

風力・地熱発電に係る環境影響評価における国の
審査期間について、火力発電所リプレースと同様
に、短縮目標（全体で45日程度に短縮）を明示した
上で、実効的な審査短縮策を講じる。

平成25年度早期
措置

経済産業省
環境省

21

風力発電に対する自
治体による環境影響
評価の審査期間短縮
に係る取組の促進

①環境影響評価法対象事業に係る個別案件の都
道府県による審査期間及び短縮化できている事例
の調査を実施し公表するとともに、最も短縮化でき
ている事例を目安として各都道府県が目標を設定
して審査期間の短縮に努めるよう促すための技術
的な助言（通知）を行う。
②国におけるこれまでの審査状況（審査のポイント
や環境大臣意見の内容など）の紹介や「風力発電
施設の環境影響評価に関する参考事例集」の作
成・配布等により、様々な機会を通じて自治体の審
査期間短縮に係る取組を促す。

①平成25年6月
中に措置
②逐次実施

経済産業省
環境省

22

配慮書手続に先行す
る環境影響調査の実
施による環境アセスメ
ント期間の大幅な短縮
の促進

環境アセスメント期間を大幅に短縮させるため、事
業者による環境影響調査の前倒し・並行実施を促
進するための方策を検討し、必要な措置を講じる。

平成25年度検
討・結論、結論を
得次第措置

経済産業省
環境省

23

風力発電事業におけ
る環境調査が省略可
能となるモデル地区の
拡充

風力発電事業を行う場合、少なくとも１年以上を要
する環境調査が省略可能になる「風力発電等に係
る環境アセスメント基礎情報整備モデル事業」によ
り、事業者が環境アセスメントにおいて活用できる
環境基礎情報の収集整備を引き続き行う。また、モ
デル地区の拡大、自治体からの公募等、事業の拡
充を検討する。

平成24年度検討
開始、結論を得
次第措置

環境省

10



24

風力・地熱発電の環境
アセスメントに係る情
報の利活用のための
環境整備

風力発電所及び地熱発電所の設置に係る環境影
響調査をさらに簡素化・迅速化すべく、環境基礎情
報や環境アセスメントに関する知見等について統合
的に利用できる具体的方策について検討し、必要
な措置を講じる。

平成25年度検
討・結論、結論を
得次第措置

経済産業省
環境省

25
風力・地熱発電の特性
を踏まえた配慮書手続

「発電所に係る環境影響評価の手引き」等におい
て、地元調整と並行的に事業計画が立案され、立
地地点も制約されるなどの発電事業の事業特性を
踏まえつつ、配慮書手続における複数案・単一案の
考え方を明確化する。

平成25年度上期
措置

経済産業省
環境省

26
地熱発電に係る数値
シミュレーションによる
風洞実験の省略

地熱発電所設置に係る硫化水素の環境影響評価
の簡素化・迅速化のため、拡散予測評価に使用可
能な数値シミュレーション技術の確立に向けた検討
を開始する。

平成25年度検討
開始、結論を得
次第措置

経済産業省

・火力発電

№ 事項名 規制改革の内容 実施時期 所管省庁

27
溶接安全管理検査（火
力設備）制度の縮小

火力発電設備におけるボイラー等の電気工作物の
耐圧部分に係る溶接に関して、設置者に課せられ
ている溶接事業者検査及び溶接安全管理審査の
内容の見直しにつき、設置者及び製造者の負担軽
減に資するよう、設置者、製造者、専門家等の意見
を踏まえつつ検討し、結論を得る。

平成25年度検
討・結論、結論を
得次第措置

経済産業省

・マンション高圧一括受電

№ 事項名 規制改革の内容 実施時期 所管省庁

28
既築マンションにおけ
る電力会社受変電設
備の資産譲渡

マンション高圧一括受電サービスの導入促進の観
点から、一般電気事業者が電力供給している既築
マンションを高圧一括受電に切り替える場合につい
て、一般電気事業者資産の受変電設備等をマン
ション管理組合または一括受電サービス事業者か
らの求めに応じて、設備品目や買取価格等を含め
設備譲渡が公平に行われるよう一部の電力会社が
事業者等と調整を行っており、他電力会社も同様の
対応を行うこととなっているが、必要に応じてルール
化を検討する。

平成25年度早期
措置

経済産業省

29
高圧一括受電するマン
ションの高圧部分に関
する点検

①需要家の利便性向上の観点から、高圧一括受電
するマンションの停電を伴わない点検方法を認める
など必要な措置について事業者や専門家の意見を
踏まえつつ検討し、結論を得る。検討の結果、その
実現が困難である場合には、要望者からの技術的
アイデア等を踏まえ、点検間隔の延伸等の可能性
について検討し、結論を得る。
②高圧一括受電するマンションの保安管理を外部
委託により行う場合の受変電設備に対する停電点
検について、３年に１回とできる詳細要件を事業者
や専門家の意見を踏まえて明確化する。

①平成25年度検
討・結論、結論を
得次第措置
②平成25年度上
期措置

経済産業省

11



30
送配電工事ルールの
見直し

受電盤（キュービクル）の設置位置の変更などに伴
う電力会社側引込線等の工事における受発注契
約・出納・工事実施について、一般電気事業者の営
業部門と新電力との間でのイコールフッティングや
需要家の負担に留意しつつ検討を行い、その結果
を明確化する。

平成25年度検
討・結論、結論を
得次第措置

経済産業省

・スマートコミュニティ

№ 事項名 規制改革の内容 実施時期 所管省庁

31
特定供給の許可基準
における自己保有電
源比率の撤廃

電力システム改革により小売全面自由化されるま
での間、電力自由化を見据えた様々な事業者の取
組や分散型電源の更なる導入を後押しする観点か
ら、現行制度の枠の中で、自己電源保有比率につ
いて事業者の軽減につながる方策を柔軟に講じ
る。
具体的には、特定供給を検討する事業者等との協
議も踏まえ、例えば、「自ら電源を保有しなくとも、特
定の電源との契約により、需要家への電力供給が
確実であれば、自己電源とみなす」「太陽光など自
己電源の出力が不安定でも、蓄電池や燃料電池と
組み合わせることで一定量の自己電源とみなす」
「燃料電池については自己電源とする」等、自己電
源についての考え方を明確化したガイドラインを作
成・公表する。また、これにとどまらず、今後も引き
続き、特定供給を検討する事業者等との協議を行
い、必要に応じて当該ガイドラインの見直しを行う。

平成25年度検
討・結論、結論を
得次第措置

経済産業省

32
高圧以上の需要家に
適用されるスマート
メーター仕様の見直し

需要家の選択肢拡大などスマートメーターの位置付
けは今後ますます重要になることから、自由化対象
となっている高圧以上の需要家のスマートメーター
について、需要家側のインターフェース標準化（B
ルートのデジタルインターフェース化）の検討を行
う。

平成25年度検
討・結論、結論を
得次第措置

経済産業省

33
スマートメータの導入
整備に係る通信インフ
ラの調達・構築

スマートメーターの調達に付随する通信インフラの
調達に関しては、各社の送配電部門に対してオー
プンな調達手続を求める。

平成25年度検
討・結論、結論を
得次第措置

経済産業省

・ガスパイプライン

№ 事項名 規制改革の内容 実施時期 所管省庁

34

河川横断するガス導
管敷設工事の渇水期
（11～５月）以外の施
工許可

河川横断するガス導管敷設工事について、地盤等
の状況を確認し、河川保全上問題がない場合は、
渇水期以外の期間に施工することが可能であること
を河川管理者に周知徹底する。

平成25年度措置 国土交通省

12



・熱利用

№ 事項名 規制改革の内容 実施時期 所管省庁

35
太陽熱利用給湯シス
テム設置時の水道直
結に係る規制の見直し

太陽熱給湯システムが給水装置として使用される
場合に備えるべき逆流防止の性能について検討を
行い、結論を得る。また、太陽熱の蓄熱ユニットから
配管する温水と、水量の安定のための逆止弁（必
要に応じ更に減圧弁）をつけて水道から並行配管す
る水を合流させてガス給湯器に接続する場合の安
全性を検証するとともに、逆流防止装置の適切な配
置やシステム全体として求められる装置の新たな基
準の設定の必要性についても検討を行い、結論を
得る。

平成24年度検討
開始、平成25年
度結論、結論を
得次第措置

厚生労働省

・省エネ

№ 事項名 規制改革の内容 実施時期 所管省庁

36

環境負荷低減設備に
おける容積率制限緩
和に関する包括同意
基準整備の設定

ヒートポンプ等を設置する環境負荷低減設備におけ
る容積率制限緩和の許可基準について、許可手続
の円滑化、迅速化を図るため、各特定行政庁に対
し許可基準に関する要綱整備や包括的同意基準を
設定することが望ましい旨、改めて周知徹底する。

平成25年度措置 国土交通省

37
特定電気事業等の用
に供する施設の容積
率制限の特例の制定

特定電気事業、特定規模電気事業および特定供給
の用に供する開閉所及び変電所について、建築基
準法第52条第14項第１号に基づく特定行政庁の許
可による容積率の緩和対象であることについて技
術的助言を発出し、周知徹底する。

平成25年度措置 国土交通省

・エネルギー供給・流通構造のレジリエンス

№ 事項名 規制改革の内容 実施時期 所管省庁

38

非常災害時における
カーフェリー等による
危険物（タンクローリ）
の輸送

非常災害時には、ガソリン・LPGの緊急海上輸送に
対応するため、最低限の安全対策（①旅客定員の
制限、②沿海区域を超えない、③必要な防火等の
措置を講ずる）を確保していることが確認できれば、
地方運輸局長の許可手続は省略し得ることを地方
運輸局に通知するとともに、国土交通省ホームペー
ジを通じて広く周知徹底する。

平成25年度措置 国土交通省

39
非常災害時における
危険物の貯蔵・運搬

災害により危険物施設が被災する等により、平時と
同様の危険物の貯蔵・取扱いが困難な場合におけ
る危険物の仮貯蔵・仮取扱いの運用が円滑かつ適
切に行われるよう、地方公共団体に対してガイドラ
インを通知する。

平成25年度措置 総務省

40

常用ガスタービン・ガ
ス機関・ディーゼル機
関発電機の停電・災害
等非常時における窒
素酸化物排出規制の
緩和

常用・非常用を兼用する発電機を非常時に使用す
る場合に、排出基準等に係る規定の適用を免除す
るという運用を行った場合における大気環境に及ぼ
す影響等について評価・検討し、関係法令における
規制等との関係も整理した上で、本措置の妥当性
について検討し、結論を得る。

平成25年度検討
開始、平成26年
度結論、結論を
得次第措置

環境省

41
「工事計画届出書」の
期間の短縮

コージェネレーションを設置する場合に必要となる
工事計画届について、電力需給逼迫時であって、
過去において審査を通っている設備と同一仕様、同
一材料の設備に取替える場合においては、審査期
間の短縮が可能であることを明確化する。

平成25年度措置 経済産業省

13



42
熱供給事業者の災害
時における供給条件
義務の緩和

天災その他の不可抗力により供給できない場合な
どにおいては、正当な理由に基づいて一部の需要
家に対しては熱の供給を停止する一方、一部の需
要家に対しては引き続き熱を供給することは可能で
あり、仮にこのような行為を行ったとしても熱供給事
業法第14条２項４号の「不当な差別的取扱い」には
あたらないことを熱供給事業者に周知する。

平成25年度措置 経済産業省

②次世代自動車の世界最速普及

・水素スタンド

№ 事項名 規制改革の内容 実施時期 所管省庁

43
液化水素スタンド基準
の整備①（高圧ガス保
安法）

液化水素スタンドを市街地にも建設できるよう、ドイ
ツ、米国等諸外国の事例を踏まえ、関係省庁、高圧
ガス保安協会及び事業者による検討会において検
討し、一般高圧ガス保安規則に液化水素スタンドに
係る技術上の基準を整備する。

平成25年度検
討・結論、結論を
得次第措置

経済産業省

44
液化水素スタンド基準
の整備②（消防法）

液化水素スタンドに関する高圧ガス保安法上の技
術基準が定められた場合は、それを踏まえて液化
水素スタンドと給油取扱所を併設する際の消防法
上の安全対策を検討し、結論を得る。

高圧ガス保安法
上の措置がされ
次第速やかに検
討・結論、結論を
得次第措置

総務省

45
液化水素スタンド基準
の整備③（建築基準
法）

液化水素スタンドに関する高圧ガス保安法上の技
術基準が定められた場合は、それを踏まえて建築
基準法第48条の規定に基づく許可に係る技術的助
言を行う。

高圧ガス保安法
上の措置がされ
次第速やかに措
置

国土交通省

46
水素スタンドの使用可
能鋼材に係る性能基
準の整備

海外で使用実績のあるクロムモリブデン鋼等の鋼
材を我が国の水素スタンドにおいても使用できるよ
う、ドイツ、米国等諸外国の事例を踏まえ、使用可
能鋼材の拡大につき検討し、その結果に基づき一
般高圧ガス保安規則の例示基準を見直す。

平成25年度検討
開始、平成25年
度以降平成27年
度までに順次結
論、結論を得次
第順次措置

経済産業省

47

水素スタンドに係る設
計係数の低い特定設
備、配管等の技術基
準適合手続の簡略化

水素スタンドに係る特定設備、配管等の設計係数
について、ドイツ、米国等諸外国の事例を踏まえ、
関係省庁、高圧ガス保安協会及び事業者による検
討会において、大臣特別認可を受けなくても2.4倍で
設計、製造できるよう検討し、結論を得次第、省令
を改正する。

平成25年度検討
開始、平成27年
度結論、結論を
得次第措置

経済産業省

48

第二種製造者に相当
する小規模な圧縮水
素スタンド基準の整備
（高圧ガス保安法）

公共機関等の防災拠点や燃料電池自動車の販売
店等への小規模な圧縮水素スタンドの設置を促進
すべく、高圧ガス保安法上の第二種製造者であっ
て、製造に係る１日当たりの処理能力が30立方メー
トル未満の圧縮水素スタンドに係る技術基準の整
備を行う。

平成25年度検討
開始、平成26年
度結論、結論を
得次第措置

経済産業省

49

第二種製造者に相当
する小規模な圧縮水
素スタンド基準の整備
（建築基準法）

小規模な圧縮水素スタンドに関する高圧ガス保安
法上の技術基準が定められた場合は、それを踏ま
えて建築基準法第48条の規定に基づく許可に係る
技術的助言を行う。

高圧ガス保安法
上の措置がされ
次第速やかに措
置

国土交通省

50

高圧ガス保安法にお
ける水電解機能を有
する昇圧装置の位置
付けの明確化

小規模な圧縮水素スタンド等での利用が見込まれ
る水電解機能を有する昇圧装置について、電気化
学反応の特性を踏まえ、高圧ガス保安法上の特定
設備への該当性を検討し、結論を得る。

平成25年度検討
結論、結論を得
次第措置

経済産業省

14



51
市街化調整区域への
水素スタンド設置許可
基準の設定

高圧ガス保安法第５条第１項の規定に基づき、一
般高圧ガス保安規則第７条の３に掲げる基準に適
合するものとして都道府県知事の許可を受けたもの
であるなど安全性が確保されている圧縮水素スタン
ドについては、市街化調整区域にも建築できるよ
う、都市計画法施行令第29条の７に規定される「給
油所等」には水素スタンドが含まれることを明確化
する。

平成25年度措置 国土交通省

52
市街地に設置される水
素スタンドにおける水素
保有量の増加

市街地における圧縮水素スタンドの整備が促進さ
れるよう、かかる水素スタンドにおける圧縮ガスの
貯蔵量について、ドイツ、米国等諸外国の事例を踏
まえ、上限の撤廃につき検討し、結論を得る。

平成25年度検
討・結論、結論を
得次第措置

国土交通省

53

圧縮水素運送自動車
用複合容器に係る水
素充てん、保管、移動
時の上限温度の緩和

圧縮水素運送自動車による水素スタンドへの効率
的な水素供給を可能とすべく、圧縮水素運送自動
車用複合容器について、充てん、保管、移動時の
上限温度を燃料電池自動車の燃料装置用容器と
同一の85℃に引き上げるよう検討し、結論を得る。

平成25年度検討
開始、平成26年
度結論、結論を
得次第措置

経済産業省

54
70MPa水素スタンドに対
応した技術上の基準や
例示基準の整備

①水素スタンドの市街地への建設を容易にすべく、
プレクーラーに供する冷凍設備に係る保安距離の
緩和につき検討し、結論を得る。
②複合容器蓄圧器について、水素スタンドへの設
置の技術上の基準策定につき検討し、結論を得る。

平成25年度検
討・結論、結論を
得次第措置

経済産業省

・燃料電池自動車

№ 事項名 規制改革の内容 実施時期 所管省庁

55
圧縮水素自動車燃料
装置用容器の充てん
終了圧力の緩和

燃料電池自動車に係る圧縮水素自動車燃料装置
用容器（最高充てん圧力70MPaの容器）の充てん終
了圧力について、HFCV-gtr（水素･燃料電池自動車
の世界統一技術基準）を踏まえ、85℃で87.5MPaを
可能とすべく、速やかに必要な措置を講じる。

平成25年度検
討・結論、結論を
得次第措置

経済産業省

56

圧縮水素自動車燃料
装置用容器及び圧縮
水素運送自動車用複
合容器に装置する熱
作動式容器安全弁の
許容

圧縮水素自動車燃料装置用容器及び圧縮水素運
送自動車用複合容器に装置する容器安全弁につ
いて、例示基準においては、熱作動式容器安全弁
のうち溶栓式に限定しているところ、HFCV-gtr（水
素･燃料電池自動車の世界統一技術基準）を踏ま
え、当該方式以外の熱作動式安全弁を、例示基準
に取り入れるべく検討し、結論を得次第、例示基準
を改正する。

（圧縮水素自動
車燃料装置用容
器）
平成25年度検
討・結論、結論を
得次第措置
（圧縮水素運送
自動車用複合容
器）
平成25年度検討
開始、平成26年
度結論、結論を
得次第措置

経済産業省

57

圧縮水素自動車燃料
装置用容器及びその
附属品の使用可能鋼
材に係る性能基準の
整備

圧縮水素自動車燃料装置用容器及びその附属品
に係る使用可能鋼材について、国内外で同一の材
料を使用できるよう、性能要件化につき検討し、結
論を得る。

HFCV-gtrの
フェーズ２で当該
テーマに関し各
国間で合意がな
され、採択され
次第措置

経済産業省

15



58

燃料電池自動車等の
車両と圧縮水素自動
車燃料装置用容器に
係る法規制のパッケー
ジ化

HFCV-gtr（水素･燃料電池自動車の世界統一技術
基準）の国内法規への受け入れや、認証の相互承
認のための道路運送車両法の保安基準と高圧ガス
保安法の保安基準の整理の方策については、ドイ
ツ、米国等諸外国の事例を踏まえ、経済産業省、国
土交通省及び事業者による検討会を実施し、目指
すべき選択肢として法規制のパッケージ化につき検
討する。

平成25年度検
討・結論、結論を
得次第措置。国
連における世界
統一技術基準の
策定や認証の相
互承認の議論を
踏まえ、平成26
年度以降継続的
に検討、結論を
得次第措置

経済産業省
国土交通省

59

圧縮水素自動車燃料
装置用容器に係る年
号等の表示方法の統
一化

圧縮水素自動車燃料装置用容器及びその附属品
に係る「容器検査に合格した年月日」、「充てん可能
期限年月日」、「附属品検査に合格した年月日」、
「容器再検査の年月日」、「附属品再検査の年月日
の刻印」及び車載容器総括証票、容器再検査合格
証票の年月日の記載について、年号の表示及び年
月日の記載順の統一について検討し、結論を得る。

平成25年度検
討・結論、結論を
得次第措置

経済産業省

60

燃料電池自動車に係
る車両の継続検査と
圧縮水素自動車燃料
装置用容器の再検査
の有効期限の整合

圧縮水素自動車燃料装置用容器の容器再検査の
有効期限について、自動車検査登録制度に基づく
車両の継続検査のサイクルを勘案し、２年１月から
２年２月に延長する。

平成25年度措置 経済産業省

61
車載容器総括証票に
対するガスの種類の
記載追加

①圧縮水素自動車燃料装置用容器にガス充てんす
る際に確認すべき事項につき、使用者が車載容器
総括証票で全て確認できるよう、車載容器総括証
票にガスの種類を記載する項目を新設すべく検討
し、結論を得る。
②車載容器総括証票の記載事項をより確実かつ簡
便に確認できるよう、同票の一部にQRコード又は
バーコード等の新たな表示方法を導入することを検
討し、結論を得る。

①平成25年度措
置
②平成25年度検
討開始、平成26
年度結論、結論
を得次第措置

経済産業省

62
燃料電池自動車盗難
時の届出手続の簡素
化

警察へ燃料電池自動車の盗難被害届を提出する
際、当該自動車が高圧ガスを充てんするための容
器を登載していることを申告すれば、高圧ガス保安
法第63条第１項に規定する届出義務を履行したこと
になる旨を一般市民、関係団体及び警察官等へ周
知を図るなど必要な措置を講ずる。

平成25年度措置
警察庁

経済産業省

63

燃料電池自動車から
の一般住宅等への給
電（V2H）の実施に向
けた電気事業法の整
備

燃料電池自動車を活用して一般住宅等への給電を
行う場合において、安全性に関する技術的検証を
踏まえ、一定の出力未満の場合は燃料電池自動車
を小出力発電設備（一般用電気工作物）として位置
付ける検討を行い、必要に応じ法的環境整備を行
う。

平成25年度検
討・結論、結論を
得次第措置

経済産業省

64

電気自動車等からの
自家用電気工作物（高
圧需要場所等）への給
電（V2H）の実施に向
けた電気事業法の整
備の検討

電気自動車等から自家用電気工作物（高圧需要場
所等）へのV2H（自動車を電源として住宅等に給電
すること）を行う場合について、検討を行う。

平成25年度検
討・結論、結論を
得次第措置

経済産業省

16



65

試験車両に搭載する
圧縮水素自動車燃料
装置用容器の検査制
度の見直し

燃料電池自動車の開発を促進する観点から、公道
走行を行わない試験車両に搭載する圧縮水素自動
車燃料装置用容器及び容器附属品については、容
器保安規則に係る容器検査、附属品検査を不要化
する、またはその手続を大幅に簡素化するなど容
器検査、附属品検査制度を見直す。

平成25年度検
討・結論、結論を
得次第措置

経済産業省

66

燃料電池二輪車の車
両及び圧縮水素自動
車燃料装置用容器に
係る型式認定、認可制
度の整備

燃料電池二輪車の市場投入を促進するため、経済
産業省及び国土交通省は連携して、道路運送車両
法及び高圧ガス保安法において、二輪車に係る保
安基準の策定、型式認定制度の整備並びに圧縮水
素自動車燃料装置用容器及び容器附属品の基準
の追加の方策について検討し、結論を得る。

平成25年度検討
開始、平成27年
度結論、結論を
得次第措置

経済産業省
国土交通省

67

事故に巻き込まれた
燃料電池自動車の圧
縮水素自動車燃料装
置用容器からのガス
放出に関する規定の
整備

燃料電池自動車が事故に巻き込まれた場合など、
圧縮水素自動車燃料装置用容器より水素を速やか
に大気中に放出させる必要がある場合に、容器安
全弁を作動させることを含めた安全の確保のため
の方策について検討の上、必要な措置を講じる。

平成25年度検討
開始、平成26年
度結論、結論を
得次第措置

経済産業省

・天然ガススタンド

№ 事項名 規制改革の内容 実施時期 所管省庁

68

天然ガス充てん設備を
併設した給油取扱所
における天然ガス自動
車とガソリン自動車の
停車スペースの共用
化

消防庁は、天然ガス自動車の普及拡大を図るべく、
ドイツ等諸外国の事例を踏まえ、天然ガス充てん設
備を併設した給油取扱所において、天然ガス充て
んのための停車スペースと給油のための停車ス
ペースを共用化するための方策につき、経済産業
省及び事業者を含めた検討会において検討し、結
論を得る。

平成25年度検討
開始、平成27年
結論、結論を得
次第措置

総務省
経済産業省

69

天然ガススタンド・水素
スタンドに必要な保安
監督者の資格取得機
会の拡大

天然ガススタンド及び水素スタンドの整備を促進す
るため、高圧ガス保安法における丙種化学（特別試
験科目）責任者免状に係る試験の実施方法を見直
し、資格取得機会を拡大することが望ましい都道府
県に対して、その旨周知徹底する。

平成25年度措置 経済産業省

③低炭素社会・循環型社会の実現

・排出係数

№ 事項名 規制改革の内容 実施時期 所管省庁

70

グリーン料金メニュー
等への対応に係る地
球温暖化対策推進法
上のCO2排出係数の
見直し

電気の使用を通じてCO2削減に貢献したいとの需
要家ニーズに対応するため、電気事業者において
検討される具体的な料金メニューの内容や固定価
格買取制度における排出係数調整の考え方等も踏
まえつつ、温室効果ガス排出量の算定・報告・公表
制度において、電気事業者が、全電源平均排出係
数に加え、料金メニューに応じたCO2排出係数を算
定・報告することや、需要家が料金メニューに応じた
CO2排出係数を使用し自らの排出量を算定・報告
することについて検討し、必要な措置を講じる。

平成25年度検討
開始、平成26年
度結論

経済産業省
環境省
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・冷媒

№ 事項名 規制改革の内容 実施時期 所管省庁

71
冷凍空調機器への新
冷媒の使用基準の整
備

現在主に使われている冷媒に比べて、地球温暖化
に対する影響が小さいHFC-32等のガスについて、
冷凍空調機器の冷媒として円滑に使用できるよう、
技術的事項について検討し、検討を踏まえ利用に
伴う条件の緩和や適用除外の措置を講じることに
ついて検討し、結論を得る。

平成25年度検討
開始、平成25年
度以降平成27年
度までに順次結
論、結論を得次
第順次措置

経済産業省

・地中熱利用

№ 事項名 規制改革の内容 実施時期 所管省庁

72
オープンループ方式に
よる地中熱利用ヒート
ポンプの普及拡大

オープンループ方式を含む地中熱利用ヒートポンプ
の利用拡大に向けて、国内外の導入事例及びモニ
タリングデータの検証により地下水・地盤環境への
影響のリスク評価を行う。これを踏まえ「地中熱利
用にあたってのガイドライン」の更新・改訂について
検討を行い、必要な措置を講じる。

平成25年度検討
開始、結論を得
次第措置

環境省

・リサイクル

№ 事項名 規制改革の内容 実施時期 所管省庁

73
プラスチック製容器包
装の再商品化及び入
札制度の在り方

容器包装リサイクル法を所管する府省において、入
札制度を含め、プラスチック製容器包装の再商品化
の在り方を根本から再検討する。その際、材料リサ
イクル手法とケミカルリサイクル手法における環境
負荷低減の効果、競争促進による経済コストの低
下、再商品化製品の価値評価といった観点での検
討が重要である。

平成25年度検討
開始、平成26年
度結論を得次第
措置

経済産業省
環境省

74
廃棄物の該当性判断
における取引価値の
解釈の明確化

廃棄物の該当性判断については、現行の課長通知
の定めにもかかわらず、「販売価格より運送費が上
回ることのみにより、取引価値はなく廃棄物である」
と解釈・判断する自治体があることから、そうしたこ
とを防止し産業副産物の有効利用を促進するよう、
「販売価格より運送費が上回ることのみにより、経
済合理性がなく取引価値がないと判断するもので
はない」旨の文書を発出する。

平成25年度上期
措置

環境省
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２ 保育分野 

（１）規制改革の観点と重点事項 

「待機児童解消加速化プラン」が４月に策定され、平成 25、26 年度の２年

間を「緊急集中取組期間」として、約 20 万人分の保育の受け皿を集中的に整

備し、あわせて、保育ニーズのピークを迎える平成 29 年度末までに約 40 万人

分の保育の受け皿を確保する方針が決定されている。子ども・子育て支援新制

度の施行を待つことなく、加速化プランと共に本計画も実施し、保育の質を確

保しつつ、待機児童の解消を目指す。また、保育の整備に当たり、その政策の

実効性を高めるため、都道府県・市区町村と情報等を共有し、連携を進めると

ともに、子ども・子育て支援新制度に基づく透明な認可制度の運用により、保

育ニーズの増大に機動的に対応する。 

    このため、①保育所への株式会社・NPO 法人等の参入拡大、②利用者のニー

ズに応えた保育拡充、③保育の質の評価の拡充、④保育士数の増加、⑤社会福

祉法人の経営情報の公表、⑥事業所内保育施設の助成要件及び認可保育所の設

置基準における避難用の屋外階段設置に係る見直しに重点的に取り組む。 
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№ 事項名 規制改革の内容 実施時期 所管省庁

1
保育所への株式会
社・ＮＰＯ法人等の
参入拡大

経営形態にかかわらず、公平・公正な認可制度の
運用がなされるよう、厚生労働省は都道府県に通
知する。併せて、当該通知の趣旨が市区町村に周
知徹底されるよう、都道府県に通知する。

措置済み 厚生労働省

2

「新制度を見据えた保育所の設置認可等につい
て」（平成25年５月15日雇児発0515第12号）発
出後の株式会社等多様な主体の参入状況につい
て調査を行い、公表する。

平成25年度以降
平成29年度まで
毎年度措置

厚生労働省

3
利用者のニーズに応
えた保育拡充

5年間で認可保育所への移行を目指す認可外保育
施設は、改修費や運営費等の支援対象とする。

平成25年度に措
置し、平成29年
度まで措置を行
う。

厚生労働省

4

保育所の設置基準は、地方公共団体が条例におい
て定めることとされているところであり、地方公共団
体における当該条例の制定状況や当該設置基準
の運用状況について、現行制度で保育計画を策定
することとされている地方公共団体に対し調査を行
い、公表する。

平成25年度以降
平成29年度まで
毎年度措置

厚生労働省

5
保育の質の評価の拡
充

保育所に対する第三者評価について、平成25年度
中に評価機関と評価者の質の向上を図るための対
応を行う。

平成25年度措置 厚生労働省

6
子ども・子育て支援新制度への移行に合わせて、
保育所に対する第三者評価における受審率目標を
策定する。

子ども・子育て支
援新制度の施行
までに措置

厚生労働省

7
保育所に対する第三者評価における受審のコスト
負担の在り方について、子ども・子育て支援新制度
施行までに検討し、結論を得る。

子ども・子育て支
援新制度の施行
までに検討・結
論

厚生労働省

8 保育士数の増加
保育士試験において、合格科目の免除期間を３年
間から５年程度に延長することについて検討し、結
論を得る。

平成25年度中に
検討・結論

厚生労働省

9
保育士登録の申請から登録証交付まで、現在約２
か月を要するが、緊急性に鑑み、その迅速化につ
いて検討し、結論を得る

平成25年度中に
検討・結論

厚生労働省

10
保育士不足の緊急性に鑑み、保育士試験の回数を
現行の年１回から年２回にすることについて検討
し、結論を得る。

平成25年度中に
検討・結論

厚生労働省

（２）個別措置事項
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№ 事項名 規制改革の内容 実施時期 所管省庁

11
社会福祉法人の経営
情報の公表

全ての社会福祉法人について、平成25年度分以降
の財務諸表の公表を行う。公表がより効果的に行
われるための具体的な方策について検討し、結論
を得る。

平成25年中に結
論を得て、平成
26年度当初から
措置

厚生労働省

12

平成24年度の財務諸表について公表を行うよう、社
会福祉法人に周知指導し、それによる社会福祉法
人の取組の状況について調査し、規制改革会議に
報告する。

平成25年９月ま
でに措置

厚生労働省

13

所轄庁に対しても、所管する社会福祉法人の平成
24年度の財務諸表について、所轄庁等のホーム
ページ等で公表を行うよう協力を要請し、それによ
る所轄庁の取組の状況について調査し、規制改革
会議に報告する。

平成25年９月ま
でに措置

厚生労働省

14

事業所内保育施設の
助成要件及び認可保
育所の設置基準にお
ける避難用の屋外階
段設置に係る見直し

事業所内保育施設を整備する際の助成要件及び
国が定める認可保育所の設置基準における避難用
の屋外階段設置（保育室が４階以上の場合）につい
て、同等の安全性と代替手段を前提として緩和がな
されるよう、合理的な程度の避難基準の範囲や代
替手段について検討し、結論を得る。

平成25年度中に
検討・結論

厚生労働省
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３ 健康・医療分野 

（１）規制改革の観点と重点事項 

「病気や介護を予防し、健康を維持して長生きしたい」との国民のニーズに

応え、世界に先駆けて「健康長寿社会」を実現するため、 

・患者の利益に適う最先端の医薬品、医療機器等の一日でも早い国内使用の

実現 

・全ての国民が健康な生活を営むため、予防も含めた医療サービス等への「安

全」かつ「容易」なアクセスの確保 

・国民のニーズに合った医療を提供できる医療機関の発展の促進 

・国民のニーズに合った介護サービスの提供等による高齢化社会への対応 

・「健康長寿社会」が創造する成長産業としての健康・医療関連産業の健全な

発達及び我が国の医療技術・サービスの国際展開による国富の拡大 

の観点から、①再生医療の推進、②医療機器に係る規制改革の推進、③一般健

康食品の機能性表示を可能とする仕組みの整備、④医療の ICT 化の推進に重点

的に取り組む。 
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①再生医療の推進

№ 事項名 規制改革の内容 実施時期 所管省庁

1
細胞培養・加工の外部
委託に係る運用ルー
ルの整備

医療機関から企業等への細胞の培養・加工の外部
委託を円滑に進めるため、
・ 委託をする医療機関が、委託先の企業等が行う
細胞培養加工の全てに責任を負うことがないよう、
医療機関及び細胞の培養・加工を行う企業等の責
任の範囲や内容について明確化すること
・ 万が一健康被害が発生した場合に備えて、被害
者救済のための補償制度等を整備すること
などの運用のルール等を早期に整える。

再生医療等の安
全性の確保等に
関する法律案の
施行の際に措置

厚生労働省

2
合理的かつ利用しや
すい「条件・期限付き
承認」の導入

「条件・期限付き承認」の導入に際しては、日本発・
世界初の再生医療等製品を生み出していく観点か
ら、
・ 最初の承認申請する時と、市販後（期限内）に再
度承認申請する時とで、求めるデータ等の重複を避
けること
・ 市販後に再度承認申請する時に求めるデータ等
は、内容に応じて最適なものとし、過剰なデータ収
集等を承認の条件としないこと
など、当該制度を合理的かつ利用しやすい制度と
する。

薬事法等の一部
を改正する法律
案の施行の際に
措置

厚生労働省

3

遺伝子治療用医薬品
に関する確認申請制
度の薬事戦略相談へ
の移行

遺伝子治療用医薬品については、再生医療製品と
の共通点も多くあることから、両者の間で指導監督
内容に齟齬がないよう配慮する。今国会に提出され
た薬事法等の一部を改正する法律案において「条
件・期限付き承認」の対象として明確化されたところ
だが、その確認申請制度についても再生医療製品
同様に薬事戦略相談で代替することを早急に検討
する。

平成25年度検
討・結論、結論を
得次第措置

厚生労働省

4 先進医療の大幅拡大

保険診療と保険外の安全な先進医療を幅広く併用
して受けられるようにするため、新たに外部機関等
による専門評価体制を創設し、評価の迅速化・効率
化を図る「最先端医療迅速評価制度（仮称）（先進
医療ハイウェイ構想）」を推進することにより、先進
医療の対象範囲を大幅に拡大する。このため、本
年秋をめどにまず抗がん剤から開始する。

本年秋をめどに
まず抗がん剤か
ら開始

厚生労働省

5 細胞入手の円滑化

倫理面への配慮を前提に、患者（及び家族）の同意
を条件として、手術等で摘出された組織より採取さ
れた余剰細胞の研究活用が可能であることを、医
療機関と研究機関との連携等の実施例（実務的な
要件を含む。）とともに、周知する。
併せて、無償で提供された後の細胞を有効に活用
できるよう、事業として成り立つ仕組みを検討する。

平成25年度検
討・結論

厚生労働省

（２）個別措置事項
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②医療機器に係る規制改革の推進

№ 事項名 規制改革の内容 実施時期（案） 所管省庁

6
医療機器の特性を踏
まえた認証基準の見
直し

審査の迅速化・審査期間の予見可能性の向上を図
り、医療機器メーカーの開発インセンティブを促進す
る観点から、医療機器の審査に当たり、その特性を
踏まえ、認証基準についてISO、IECなど国際基準も
活用することも含めて、安全性を満たしつつ、より必
須な要件に絞った基準を適用する。

平成25年度検
討・結論

厚生労働省

7
医療機器に係る認証
基準の計画的な策定

高度管理医療機器に係る認証基準について、当
面、申請件数や承認審査の負担が大きいと考えら
れる医療機器を優先的に、認証基準の整備計画を
策定・公表する。

薬事法等の一部
を改正する法律
案の施行までに
措置

厚生労働省

8
医療機器の開発イン
センティブを高める保
険制度

医療機器の保険償還価格については、医療機関が
患者に最適な医療機器を選択できるようにするとと
もに、メーカーの開発インセンティブを高めるため、
補正加算などにおけるイノベーションの適切な評価
を行うとともに、革新的な製品についての市場の評
価がより適切に反映されるよう、機能区分の新設及
び細分化を進める。

平成26年度診療
報酬改定に合わ
せて検討・結論

厚生労働省

9
医療機器に係る登録
認証機関の能力向上

登録認証機関の業務規程について厚生労働大臣
の関与を強化することや、登録認証機関の能力向
上のためのプログラムを整備するなど、実質的な審
査能力を向上させる方策について検討する。

薬事法等の一部
を改正する法律
案の施行に合わ
せて結論、随時
措置

厚生労働省

10
中古の高度管理医療
機器等の販売等に係
る事前通知の合理化

中古の高度管理医療機器又は特定保守管理医療
機器に係る製造販売業者からの指示の発出につい
て、リコール等により不確実な要因を有する場合を
除き、それを受ける販売業者等にとって予見が可能
な運用を検討する。また、中古医療機器が新たな医
療機関等に販売等される前に、複数の販売業者等
において移転される範囲においては、一定要件の
下で販売等に係る事前通知等が重複して必要とな
らないように効率化する方策を検討する。

平成25年度検
討・結論

厚生労働省

11

電気医療機器に使用
される部品等への電
気用品安全法適用の
見直し

電気的に作動する医療機器に使用される部品（AC
アダプタ等）について、薬事法に基づく承認や認証
において求める電気的な安全基準及びその適合性
確認の手続に関して、電気用品安全法が求めるも
のと同等以上の水準が確保できた場合は、電気用
品安全法に基づく検査を省略する等の簡素化を検
討する。

平成25年度検
討・結論

経済産業省
厚生労働省
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③一般健康食品の機能性表示を可能とする仕組みの整備

№ 事項名 規制改革の内容 実施時期（案） 所管省庁

12

いわゆる健康食品を
はじめとする保健機能
を有する成分を含む加
工食品及び農林水産
物の機能性表示の容
認

特定保健用食品、栄養機能食品以外のいわゆる健
康食品をはじめとする保健機能を有する成分を含
む加工食品及び農林水産物について、機能性の表
示を容認する新たな方策をそれぞれ検討し、結論を
得る。なお、その具体的な方策については、民間が
有しているノウハウを活用する観点から、その食品
の機能性について、国ではなく企業等が自らその科
学的根拠を評価した上でその旨及び機能を表示で
きる米国のダイエタリーサプリメントの表示制度を参
考にし、企業等の責任において科学的根拠のもと
に機能性を表示できるものとし、かつ、一定のルー
ルの下で加工食品及び農林水産物それぞれについ
て、安全性の確保（生産、製造及び品質の管理、健
康被害情報の収集）も含めた運用が可能な仕組み
とすることを念頭に検討を行う。

平成25年度検
討、平成26年度
結論・措置（加工
食品、農林水産
物とも）

消費者庁
厚生労働省
農林水産省

13

特定保健用食品制度
におけるサプリメント等
の形状規制の廃止の
周知徹底

現行の特定保健用食品制度において、錠剤、カプ
セル等形状の食品（サプリメントを含む。）を認める
ことを改めて明確にするとともに、指導等の内容に
齟齬がないよう各都道府県、各保健所設置市、各
特別区の衛生主管部（局）に対して周知徹底を図
る。

平成25年度措置 消費者庁

14

食品表示に関する指
導上、無承認無許可
医薬品の指導取締り
の対象としない明らか
に食品と認識される物
の範囲の周知徹底

食品表示に関する指導において、薬事法における
「無承認無許可医薬品の指導取締り」の対象としな
い「明らかに食品と認識される物」の範囲を運用上
も明確にするため、厚生労働省は、その範囲につい
て周知徹底する。併せて食品表示に関する規制に
おける虚偽誇大な表示等に該当するものの指導の
際に、薬事法における指導取締りとの齟齬がないよ
う、消費者庁は、各都道府県、各保健所設置市、各
特別区の衛生主管部（局）に上記の「明らかに食品
と認識される物」の範囲及び虚偽誇大な表示等に
該当するものの指導の根拠等について周知徹底す
る。

平成25年度措置
消費者庁

厚生労働省

15
消費者にわかりやす
い表示への見直し

特定保健用食品や栄養機能食品においても、適切
な摂取を促すとともに、消費者の選択に資する分か
りやすい表示について検討の上、早期に見直しを
図る。併せて、表示を行う事業者等が、表示に関す
るルール（広告等との違いを含む。）を的確に理解
でき、適切な表示（及び広告等）がなされるよう、現
在、法・制度ごとにあるガイドラインやパンフレット等
を、医薬品との判別も含めて、食品表示全般に係る
ものとして一本化する。

平成25年度検
討・結論、平成
26年度上期措置

消費者庁
厚生労働省

16
特定保健用食品の許
可申請手続きの合理
化、迅速化

特定保健用食品の許可申請手続きについて、有効
性及び安全性の確認を前提として、審査工程の見
直しを行うことで審査の合理化、迅速化を図り、申
請企業の負担を軽減する。これに当たり、これまで
申請されたものの許可に至らなかった件数（申請者
が取り下げたケースも含む。）や、手続きの負担（費
用、期間等）がその要因と考えられる事例等を把握
し、改善点を明確にし、審査内容、手続きの透明化
も含め、見直しに至るまでの具体的な工程表を策
定・公表する。

平成25年度上期
工程表策定・公
表、平成25年度
検討・結論、平
成26年度措置

消費者庁
厚生労働省

内閣府

17
栄養機能食品の対象
拡大

栄養表示基準や食事摂取基準との整合を図るとと
もに、海外の事例も参考に、栄養機能を表示できる
対象成分を拡大する。

平成25年度検
討、26年度結
論・措置

消費者庁

25



④医療のＩＣＴ化の推進

№ 事項名 規制改革の内容 実施時期（案） 所管省庁

18
一般用医薬品のイン
ターネット販売

一般用医薬品については、インターネット販売を認
めることとする。その際、消費者の安全性を確保し
つつ、適切なルールの下で行うこととする。
ただし、「スイッチ直後品目」及び「劇薬指定品目」に
ついては、他の一般用医薬品とはその性質が異な
るため、医療用に準じた形での慎重な販売や使用
を促すための仕組みについて、その成分、用法、用
量、副作用の発現状況等の観点から、医学・薬学
等それぞれの分野の専門家による所要の検討を行
う。秋頃までに結論を得て、所要の制度的な措置を
講じる。
検討に当たっては、インターネット販売か対面販売
かを問わず、合理的かつ客観的な検討を行うものと
する。

本年秋頃までに
結論を得て、所
要の制度的な措
置を講じる

厚生労働省

19
医療情報の利活用の
ための工程表の策定

医療における国民の満足度と効率を飛躍的に高め
るために、医療ＩＣＴ化を本格的に加速化する。地域
の医療提供体制の状況等を踏まえた医療機関の機
能分化と連携・大規模集約化、個人及び保険者に
よる健康管理・医療費管理の促進、匿名化された医
療データの利活用など、規制、制度改革を含む我
が国医療の課題に対応するために、厚生労働省が
主体となって高度情報通信ネットワーク社会推進戦
略本部（ＩＴ総合戦略本部）等と連携して、医療のＩＣ
Ｔ化の全体構想（5年後・10年後）とその実現に必要
な工程表を早急に策定する。

平成25年度措置
内閣官房

厚生労働省

20 遠隔医療の推進①

対面診療と組み合わせた遠隔診療において、安全
性、有効性等についてのエビデンスが得られたもの
から、特定疾患治療管理料、在宅療養指導管理料
等について診療報酬の算定を認めることを中央社
会保険医療協議会において検討する。また、遠隔
診療を行う際に処方せん料の算定が可能となる場
合を明確化する。

平成26年度診療
報酬改定に合わ
せて検討・結論

厚生労働省

21 遠隔医療の推進②

心臓ペースメーカー指導管理料（遠隔モニタリング
による場合）については、４ヶ月に１度に限り対面診
療を行った際に算定することとされているところ、安
全性、有効性等についてのエビデンスが得られてい
ることを確認した上で、対面診療を行うべき間隔を
延長すること、併せて、一定期間ごとに分割しての
算定を可能とすること等を中央社会保険医療協議
会において検討する。

平成26年度診療
報酬改定に合わ
せて検討・結論

厚生労働省

22 カルテ等の電子化
カルテに貼付け等することとされている各種文書に
ついて、電子媒体での管理のみでよいことを明確化
する。

平成25年７月ま
でに措置

厚生労働省

23 処方箋の電子化

処方箋の電子化の実現に向けた具体的な工程表を
策定する。この際、処方箋の電子化を実現する医
療ネットワークの構築に当たっては、社会保障・税
番号制度に基づく個人番号カードの普及を踏まえた
上で当該カードを最大限に活用するものとする。（特
に、医療機関受診の際に複数枚のＩＣカード等を持
参する必要がないようにする。）

平成25年度上期
に措置

厚生労働省
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４ 雇用分野 

（１）規制改革の観点と重点事項 

正規・非正規の二極化構造の是正、労働者の能力に見合い、努力が報われる賃

金上昇、ライフサイクル・ライフスタイルに応じた多様な生き方の創造、人口減

少社会が進む中での経済再生と成長力強化のため、「人が動く」ように雇用の多様

性、柔軟性を高め、「失業なき円滑な労働移動」を実現させていく観点から、①ジ

ョブ型正社員の雇用ルールの整備、②企画業務型裁量労働制やフレックスタイム

制等労働時間法制の見直し、③有料職業紹介事業の規制改革、④労働者派遣制度

の見直しに重点的に取り組む。 
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№ 事項名 規制改革の内容 実施時期 所管省庁

1
ジョブ型正社員の雇用
ルールの整備

職務等に着目した「多様な正社員」モデルの普及・
促進を図るため、労働条件の明示等、雇用管理上
の留意点について取りまとめ、周知を図る。

平成25年度検討
開始、平成26年
度措置

厚生労働省

2

企画業務型裁量労働
制やフレックスタイム
制等労働時間法制の
見直し

企画業務型裁量労働制やフレックスタイム制をはじ
め、労働時間法制について、ワークライフバランス
や労働生産性の向上の観点から、労働政策審議会
で総合的に検討する。労働政策審議会での検討の
基礎資料を得るべく、平成25年上期に企業におけ
る実態調査・分析を実施し、平成25年秋に労働政策
審議会で検討を開始し、結論を得次第措置を講じ
る。

平成25年上期調
査開始、平成25
年秋検討開始、
１年を目途に結
論、結論を得次
第措置

厚生労働省

3
有料職業紹介事業の
規制改革

民間人材ビジネスの活用によるマッチング機能強
化の観点から、利用者の立場に立った有料職業紹
介制度の在り方について引き続き問題意識を持ち
つつ、当面、求職者からの職業紹介手数料徴収が
可能な職業の拡大について検討する。

平成25年度検討
開始、平成26年
度早期に結論

厚生労働省

4
労働者派遣制度の見
直し

労働者派遣制度については、下記の事項を含め、
平成25年秋以降、労働政策審議会において議論を
開始する。

①派遣期間の在り方（専門26業務に該当するかど
うかによって派遣期間が異なる現行制度）
②派遣労働者のキャリアアップ措置
③派遣労働者の均衡待遇の在り方

平成25年検討・
結論、結論を得
次第措置

厚生労働省

（２）個別措置事項
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５ 創業等分野 

（１）規制改革の観点と重点事項 

起業・新規ビジネスの創出、ビジネスチャンスの創出・拡大及び最適なビジ

ネス環境の整備を通じて、我が国の経済活性化につなげるため、①リスクマネ

ー供給、②インフラの整備・開発、③国民の利便性の確保や事業の効率化・低

コスト化の観点から、以下に重点的に取り組む。 

 

①  リスクマネー供給による起業・新規ビジネスの創出 

我が国の閉塞感を打ち破る起爆剤として、起業や新規ビジネスの創出を促

すため、事業者が技術やアイデアを事業化する段階において必要とされるリ

スクマネーの供給を促進するとともに、総合取引所の創設を通じて市場にお

ける取引を活性化するための環境整備を行う。 

 

②  インフラの整備・開発に係るビジネスチャンスの創出・拡大 

東日本大震災等の自然災害の経験を踏まえた震災に強いインフラの整備、

有形資源の乏しさを技術開発によって補うための技術開発についての国際的

な優位性の確立の観点から、老朽化したマンションの建替え等や先進自動車

の技術開発を促進するとともに、こうしたインフラ関連の内需拡大を契機と

したビジネスチャンスの創出・拡大を促す。 

 

③  国民の利便性の確保や事業の効率化・低コスト化による最適なビジネス環

境の整備 

IT 化、グローバル化等の経済社会の変化や急速な技術進歩に対応できず、

国民の利便性の確保や効率的かつ低コストの事業活動の実現を妨げている各

種規制の見直しを実施することにより、我が国において事業者が事業しやす

い最適なビジネス環境を整備する。 
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①リスクマネー供給による起業・新規ビジネスの創出

№ 事項名 規制改革の内容 実施時期 所管省庁

1
クラウド・ファンディン
グの活用

新興・成長企業へのリスクマネー供給を促進する観
点から、金融仲介機能の充実を図る取組として、株
式形態を含め、インターネット等を通じた資本調達
（クラウド・ファンディング）の枠組みの整備について
検討を行い、結論を得る。

平成25年度検
討・結論

金融庁

2
新規上場時の企業情
報開示の合理化

新規上場のコストを低減させる観点から、有価証券
届出書において提供が求められる財務諸表の年数
限定や、内部統制報告書の提出に係る負担を一定
期間軽減するなど企業情報開示の合理化について
検討を行い、結論を得る。

平成25年度検
討・結論

金融庁

3
グリーンシート制度の
見直し

グリーンシート制度の在り方を見直し、地域に根ざ
した企業等について、企業の会社情報の定期的な
開示義務や適時開示義務、インサイダー取引規制
の面で上場企業等に比べてより簡易な手続きでの
資本調達・換金を可能とする枠組みについて検討を
行い、結論を得る。

平成25年度検
討・結論

金融庁

4
プレ・マーケティング等
の概念の整理

諸外国における規制の状況を踏まえつつ、有価証
券届出書の提出前の市場ニーズ調査等のための
投資家への接触に係る規制の在り方について検討
を行い、結論を得る。

平成25年度検
討・結論

金融庁

5
新規上場時における
最低株主数基準など
の緩和

新興市場における新規上場を容易にする観点か
ら、上場時に取引所が要求する株主数などの形式
基準の見直しの方向性について、取引所において、
一定の流動性の確保に留意しつつ検討を行い、結
論を得るよう要請する。

平成25年度検
討・結論

金融庁

6
有価証券発行までの
期間の短縮等

上場企業の資金調達を円滑化する観点から、発行
登録書の記載事項を整理するなどの検討を行うとと
もに、周知性の高い企業については、開示関係書
類の効力発生期間を短縮する等の検討を行い、結
論を得る。

平成25年度検
討・結論

金融庁

7
虚偽記載等に係る賠
償責任の見直し

新興・成長企業等が新規上場を躊躇することがない
よう、重要な事項について虚偽の記載のある有価
証券報告書等を提出した会社が負担する、流通市
場で有価証券を取得した者に対する賠償責任につ
いて、無過失責任となっていることが適切か検討を
行い、結論を得る。

平成25年度検
討・結論

金融庁

（２）個別措置事項
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8
大量保有報告制度の
見直し

大量保有報告制度について、証券市場の公正性や
透明性に留意しつつ、例えば、自己株式を大量保
有報告書の対象有価証券から除外する、提出者が
個人である場合における記載事項を見直すなど大
量保有報告書の提出者の負担軽減を図る方策に
ついて検討を行い、結論を得る。

平成25年度検
討・結論

金融庁

9
総合取引所の実現に
向けた取組の促進

昨年９月に成立した改正金商法の着実な実施を始
め、総合的な取引所の実現に向けて所要の整備に
積極的に取り組む。

平成25年度検
討・結論

金融庁
農林水産省
経済産業省

10 行為規制の整備
行為規制については、垣根を取り払い横断的に市
場環境を整備するとの基本的な考え方の下で、関
係法令を整備する。

平成25年度検
討・結論

金融庁
農林水産省
経済産業省

11
ヘッジ会計指針の明
確化

商品先物取引について、ヘッジ会計における実務
指針に関する具体的なニーズを調査・把握し、所要
の対応を検討する。

平成25年度検
討・結論

金融庁
農林水産省
経済産業省

12
顧客勧誘時の適合性
原則の見直し等

　「商品先物取引業者等の監督の基本的な指針」に
おいて、適合性の原則の確認に関し、年齢、収入、
資産等の具体的な考慮要素を踏まえ、総合的な判
断を合理的に行えることを明確化する。また、勧誘
等における禁止事項について、顧客保護に留意し
つつ市場活性化の観点から検討を行う。

平成25年度措置
農林水産省
経済産業省

②インフラの整備・開発に係るビジネスチャンスの創出・拡大

№ 事項名 規制改革の内容 実施時期 所管省庁

13
容積率の緩和（特例制
度活用事例の調査）

老朽化したマンションや既存不適格マンションの建
替えが円滑に進むよう、容積率制限を緩和する特
例制度の活用により、老朽化したマンション等の建
替えが行われた事例について調査・検証し、その結
果を公表する。

平成25年度措置 国土交通省

14
老朽化マンションの建
替え等の促進につい
て

老朽化マンションについて、建替えを含めた再生事
業が円滑に進むよう、区分所有建物に係る権利調
整の在り方や建築規制等の在り方、専門家による
相談体制等を含め、多角的な観点から総合的な検
討を行い、結論を得る。

平成25年度検
討・結論

法務省
国土交通省

15

先進自動車の公道走
行試験に係る手続の
迅速化①（手続期間の
短縮）

先進自動車の公道走行試験に係る大臣認定手続
の簡素化・迅速化を図ることにより、大臣認定の取
得に係る手続期間を概ね６週間とし、その旨を認定
要領に記載する。

平成25年度措置 国土交通省

16

先進自動車の公道走
行試験に係る手続の
迅速化②（軽微な変更
の事後届出の検討）

一旦、大臣認定を取得した後に、車両の一部や試
験計画を変更する場合において、変更内容が軽微
なものについては、事前承認を要することとせず事
後届出とすることについて、事業者の意見も踏まえ
検討し、検討結果について関係者に周知する。

平成25年度措置 国土交通省
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③国民の利便性の確保や事業の効率化・低コスト化による最適なビジネス環境の整備

№ 事項名 規制改革の内容 実施時期 所管省庁

17
ビッグデータ・ビジネス
の普及（匿名化情報の
取扱い）①

個人情報の保護を確保しつつ、ビッグデータ・ビジ
ネスの普及を図る観点から、規制改革会議・創業等
ワーキング・グループ報告書（平成25年６月５日公
表）に記載された、ビッグデータの利用に関する「問
題意識」（３頁）も踏まえつつ、 ビッグデータの利用
に資する例を含む形で、「個人情報保護法に関する
よくある疑問と回答」の改訂を行う。

平成25年度上期
措置

消費者庁

18
ビッグデータ・ビジネス
の普及（匿名化情報の
取扱い）②

個人情報の保護を確保しつつ、ビッグデータ・ビジ
ネスの普及を図る観点から、各省庁が策定している
事業等分野ごとのガイドライン（※）で活用できるよ
う、どの程度データの加工等を行えば「氏名、生年
月日その他の記述等により特定の個人を識別する
ことができるもの（他の情報と容易に照合することが
でき、それにより特定の個人を識別することができ
ることとなるものを含む。）」には当たらない情報とな
るのか等、合理的な匿名化措置の内容を明確化し
たガイドラインを策定する。
（※）27分野40ガイドライン

平成26年上期措
置

内閣官房
消費者庁

19
ビッグデータ・ビジネス
の普及（匿名化情報の
取扱い）③

個人情報の保護を確保しつつ、ビッグデータ・ビジ
ネスの普及を図る観点から、各事業等分野におい
て、どの程度データの加工等を行えば「氏名、生年
月日その他の記述等により特定の個人を識別する
ことができるもの（他の情報と容易に照合することが
でき、それにより特定の個人を識別することができ
ることとなるものを含む。）」には当たらない情報とな
るのか等、合理的な匿名化措置の内容について、
事業等分野ごとのガイドライン等において明確化す
る。

平成26年措置

事業等分野
ごとのガイド
ライン等所
管省庁

20
信書便市場の競争促
進

郵便・信書便分野における健全な競争による多様
なサービス創出を促進する観点から、信書の送達
のユニバーサルサービスを確保した上で、一般信
書便事業の参入要件の明確化や特定信書便事業
の業務範囲（特定信書便事業者が扱える信書便の
大きさや重量、送達時間及び料金に係る限定）の在
り方等、郵便・信書便市場における競争促進や更な
る活性化の方策について、市場参入を検討する者
や特定信書便事業者の意見を踏まえつつ、検討を
行い、結論を得る。

平成25年度検
討・結論

総務省
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21
産業用ロボットに係る
規制の見直し

国際規格（ＩＳＯ規格）を参考として、産業用ロボット
と人間との協働作業が可能であることを明確化す
べく、以下の内容を関連通知において記載し、周知
する。
※一部（協働作業の条件のうち、力制限の方法）は
平成25年措置に代えてＩＳＯ規格確定後早期に措置

①産業用ロボットのユーザーが、リスクアセスメント
に基づく措置等を取り、産業用ロボットに接触するこ
とにより労働者に危険の生ずるおそれが無くなった
ときには、労働安全衛生規則第150条の４に規定す
る措置を講ずる必要がないこと。
②産業用ロボットのメーカー・ユーザーがそれぞれ
一定の措置（ISO規格と同等）を講じた場合も、危険
を防止するために必要な措置（労働安全衛生規則
第150条の４）を講じたものと認められること。

平成25年措置 厚生労働省

22
市外局番（０ＡＢ－Ｊ番
号）取得に係る品質要
件の見直し

ＩＰ電話サービス分野におけるイノベーションや競争
を通じた新ビジネスの創出を促進する観点から、０
ＡＢ－Ｊ番号取得の品質要件の見直しにつき、安定
品質要件の要否を含め検討を行い、結論を得る。

平成25年検討開
始、26年結論、
その後措置

総務省

23

化学物質審査制度の
見直し①（少量新規化
学物質確認制度等の
総量規制の見直し）

少量新規化学物質確認制度については、科学的考
察を基に人の健康及び生態系に対する安全性を確
保しながら、事業者の新規化学物質の製造・輸入に
係る予見可能性を担保する仕組みとするため、低
生産量新規化学物質に係る特例枠（10トン）との関
係を考慮しつつ、一社単位で確認を行うことについ
て検討し、結論を得る。

平成25年度検
討・結論

厚生労働省
経済産業省

環境省

24

化学物質審査制度の
見直し②（少量新規化
学物質確認制度の受
付頻度の見直し）

事業者が事業機会を逃すことなく競争力を高めるこ
とを可能とする観点から、事業者の実情を踏まえ
て、少量新規化学物質の確認の申出の受付頻度を
増加させることについて検討し、結論を得る。

平成25年度検
討・結論

厚生労働省
経済産業省

環境省

25

化学物質審査制度の
見直し③（化学物質の
用途等を考慮した審査
制度の構築）

安全性と新規化学物質の開発に要する費用や期間
の効率化との両立を図りつつ、化学物質の用途・曝
露可能性等を考慮して人の健康及び生態系への影
響を評価する新規化学物質の審査制度の在り方に
ついて、合理化の必要性が指摘されている個別の
課題から検討を行い、結論を得る。

平成25年度検
討・結論

厚生労働省
経済産業省

環境省

26
輸出通関申告官署の
自由化

通関手続におけるIT利用推進に係る工程表を作成
し、広く関係先の意見を聞きながら、通関手続の
ペーパレス化を実現するとともに、平成29年度の
NACCS更改時には、少なくとも特定輸出申告につ
いて、船積地にかかわらず一元的にNACCSに申告
することによって輸出通関が完了するよう検討を行
い、結論を得る。

平成25年度検
討・結論（平成29
年度まで順次実
施）

財務省
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№ 事項名 規制改革の内容 実施時期 所管省庁

27
短期ビザの発給要件
の緩和

今後訪日旅行の高い伸びが見込まれるＡＳＥＡＮ諸
国からの観光客の査証発給要件について、日・ＡＳ
ＥＡＮ友好協力 40周年を契機として、治安への十分
な配慮を前提としつつ、夏までに、タイ及びマレーシ
ア向けのビザ免除、ベトナム及びフィリピン向けの
数次ビザ化並びにインドネシアの数次ビザに係る滞
在期間延長を行う。

平成25年夏まで
に措置

外務省

④その他
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